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出題のねらい

Ⅰ．専門科目「国際私法」筆記試験の1問目（Ⅰ）は、原告のみが日本に住所を有していて被告が日本に住所を有して
いないと考えられる国際的な離婚訴訟において、小問(1)で、まず、日本の国際裁判管轄が認められるか否かを問い、
日本に国際裁判管轄が認められるとして、小問(2)で、日本の裁判所が、離婚の準拠法として如何なる法を適用すると
考えられるかを尋ねている。それほど複雑ではない事案だが、法の適用に関する通則法や人事訴訟法上の規定を適切に
適用・解釈して解答することが求められる。

Ⅱ．専門科目「国際私法」筆記試験の２問目（Ⅱ）は、外国判決の承認要件としての民事訴訟法118条3号の意義につい
ての一行問題である。「外国判決の承認」の意味や民事訴訟法118条第3号の公序要件の趣旨を述べ、外国判決の内容面
と手続面との双方で公序要件適合性が問われることを、具体例を挙げつつ論じる必要がある。民事訴訟法118条3号との
関係では、最高裁判所の判例もいくつか存在するので、少なくともそうした重要判例には忘れずに触れておくべきであ
る。

解答・解答例または採点時の評価ポイント

出題の意図にあるポイントをしっかりとおさえられているかどうか。


